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新公共経営理論に基づく介護保険
○ 新公共経営理論（ＮＰＭ理論： New Public Management）

１９８０年代 イギリス､オーストラリア､ニュージーランド等で提唱された新公共経営理論
→ （英）サッチャー政権、（米）レーガン政権、（日）中曽根政権の下で強力に推進

民間企業における経営理念・手法・成功事例など公共サービスに導入
することで、マネジメント能力を高め行政の効率化・活性化を図る。

１）徹底した競争原理の導入
２）業績／成果による評価
３）政策の企画立案と実施執行の分離
４）情報公開による透明性の確保

・ 主体規制の撤廃による多様な供給主体参入
・ 利用者自身による選択（自己決定）
・ 地方分権 → 市町村が保険者
・ 事業者との直接契約に基づくサービス利用
・ 情報開示の徹底

規制緩和

・民営化、民間委託

・ＰＦＩの活用

(ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ﾌｧｲﾅﾝｽ･ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ)

・独立行政法人化

・政策評価

・透明性確保、説明責任

介護保険制度
サブシステム

・権利擁護

・苦情対応

・情報公表制度

・オンブズマン

（介護相談員）

・専門職の研修体系 等



福祉社会の新たな地平を目指して

行政
神奈川県
県内市町村

県民
利用者・家族

企業･NPO
福祉、介護、医療
関連企業、団体

振興会

１ 福祉サービスの振興

２ 福祉サービスの質の
向上

３ 活力ある地域社会（コ
ミュニティ）の実現

１ 福祉サービスの振興

２ 福祉サービスの質の
向上

３ 活力ある地域社会（コ
ミュニティ）の実現

基本理念目指す方向

平成９年３月設立

市民とともに作る新しい公共

行政（公）と

企業・ＮＰＯ（民）との

コラボレーションによる

「高福祉社会」の実現

行政（公）と

企業・ＮＰＯ（民）との

コラボレーションによる

「高福祉社会」の実現

かながわシルバーサービスのビジョン（平成8年3月）の提言を受けて設立



神奈川県における
介護ＤＸプロジェクト

－制度を支える情報提供システム－
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神奈川県における介護ＤＸプロジェクト

平成１１年度 介護保険制度下における情報提供システムを開発
（神奈川県、市町村、かながわ福祉サービス振興会の共同開発）

平成１２年度 介護保険制度施行（４月）
全国に先駆けて、「かながわ福祉情報コミュニティ」を運用開始

平成１８年度 介護保険制度の改正に伴うシステム改修
地域密着型サービスの創設、地域包括支援センターの創設
介護サービス情報公表制度の創設

平成２０年度 公表制度利活用部会（アンケート調査実施、マニュアル作成）
平成２１年度 同部会にてサービス選択支援システムの機能検討
平成２２年度 介護情報サービスかながわのリニューアル

介護サービスを利用したい方々に必要な情報を届けるために、
介護事業者自らが最新の情報を提供する仕組みを作り、
介護保険の基本理念である「サービスの選択」を実現する。

目的
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システムの大規模改修を実施（Ｈ２２～Ｈ２３）
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システムの基本コンセプト

１ 自治体や事業者、利用者も双方
向で情報発信ができるようにする。

２ 介護サービスの内容を動画等で
わかりやすく紹介する。

３ 介護の現場を明るくするための
メッセージを掲載する。

４ 地図から検索できるようにする。

自治体及び事業者が連携して利用
者の生活を支えるための仕組みとし
て、地域包括ケアを推進する必要が
あることから、システムを大規模改修
した。



■スケジュール

１ 写真や動画によるサービスの紹介
２ 介護保険の手続き
３ 介護保険制度の解説
４ 介護サービスの地図から検索
５ 地域包括支援センターの検索
６ 医療情報提供システムとのリンク

１ 介護保険外のサービス検索
（介護タクシー、訪問理美容等）

２ 高齢者の住まい情報の提供
（間取り、家賃等）

３ 事業者自ら情報更新可能
（法定開示項目、写真等）

４ 地域包括ケアの推進支援

第１次開発（平成２２年度） 第２次開発（平成２３年度）
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■システムの機能
（１）介護ナビ機能の強化

・住所地から最寄りの地域包括支援センターを紹介
・動画等を使って介護サービスの内容をわかりやすく紹介
・介護保険制度の仕組みや利用手続きをわかりやすく紹介
・地図から検索、事業所の比較が可能

（２）医療情報との連携

・病院・診療所・薬局の情報（かながわ医療情報検索サービス）のリンク等
（３）介護保険外のサービスの追加

・高齢者向住宅、訪問理美容、介護タクシー等を紹介

システムの機能とスケジュール



事業所検索結果（一覧表示）

事業所の名称をク
リックすると、詳細
画面に遷移する。

事業所名の右側の
アイコンをクリックす
ると、別ブラウザが
立ち上がり、事業所
の比較をすることも
可能

すべての事業
所の地図表示
可能

検索した結果
（一覧表）を印
刷することが可
能

すべての介護事業所に
空き情報を表示

○ 空きあり（電話ＯＫ）
△ 一部空き（応相談）
× 空きなし
（電話してはいけない）
－ 情報更新なし

介護サービス評価を実施
した事業所を優先して表
示し、カービス改善に努め
ている事業所を選択され
やすい仕組みをつくる。
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事業所詳細画面（上部）
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画面の上部右側に
・地図or施設の写真
・ホームページアドレス
・メールアドレス
・交通手段
を表示する。

事業所の基本情報（住所、
電話番号、空き情報、更
新年月日、管理者等）は、
常に表示される。



事業所詳細画面（下部）

◆施設の設備情報
・食堂の設備
・浴室の状況等
◆入居情報
・居室の数と入居数

年間行事予定

従業員情報
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事業所詳細画面（写真を掲載）
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情報公表制度の意義
－住民に対する情報提供の重要性－



厚生労働省における検討の背景と目的

《介護保険制度》

・介護保険サービスは利用者と事業者との契約により提供
・利用者はより良いサービス（事業者）を適切に選択（自己決定）

・利用者の適切な選択に必要な客観的な情報の提供が必要
・事前に情報提供し、全ての事業所の比較検討を可能とする必要

介護サービス全体の質の向上・事業の効率性向上
（良質なサービスで利用者に支持されること）

《現 状》

サービス供給量は
概ね順調に増加

（サービスの代替性の確保）
（多様な主体によるサービス提供）

選択に資する情報提供
環境は整っていない

（一般的には事業所名・所在地・電話番
号等の一覧の情報のみ）
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これまでの仕組みを分析し概念構築

介護サービス情報の提供における基盤整備
○多様な価値観を持つ、利用者の主体的な事業所選択の支援と
しては、
・事前の情報提供でなければならない。
・客観的情報の提供でなければならない。

○全ての事業所の比較検討を可能とする
○事業所側の取組み状況を自らの責任で公表する仕組みとする
ことで、自己アピールにもなり、サービスの透明性を確保するこ
とにもつながる。
○利用者本位のサービス提供と、利用者の権利擁護を実現する。

行政による指導監査や多様な第三者評価は、サービスの質等
の改善に直接寄与するなどそれぞれに一定の意義、役割がある
ことから、これらの分析を踏まえた役割分担ができるよう、新たな
仕組みを提案。
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情報開示の標準化を提言

「情報開示の標準化」は、介護保険制度の基本
理念である「利用者本位」、「高齢者の自立支援」、
「利用者による選択（自己決定）」を現実のサービ
ス利用において保障するための新しい仕組み

利用者による介護サービス（事業者）の適切な
選択に資する情報開示の標準化について

（平成１５年３月）

※『介護保険サービスの質の評価に関する調査研究委員会』中間報
（委員長：大森彌千葉大学法経学部教授）
（副委員長：樋口恵子 高齢社会をよくする女性の会代表）



任

意

全
て
の
事
業
所

指導監査

介護サービス情報の公表（情報開示の標準化）

第三者評価
（これまでの評価スキーム）

新
た
な
仕
組
み

義

務

評価者が一定の基準に基づいて、事業者の基準の達成度合を評価

評価情報の一義的な受益者：介護サービス事業者
※ 情報の公表は介護サービス事業者の任意

全ての事業所を対象として、利用者の事業者選択に資する情報を
第三者が確認し、その結果の全てを定期的に開示。介護サービス情報の基盤整備

事実情報の一義的な受益者：利用者

行政が、事業者の指定基準等の遵守状況を確認

※ 結果の公表を目的としていない

介護保険制度の下での重層的な質の確保策
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介護サービス情報の公表と第三者評価
のアプローチの違い

第三者評価＆指導監査 介護サービス情報の公表
（情報開示標準化）

評価機関・行政

介護サービス事業所

介護サービス事業所

利用者

評価 情報の公表

契約

当事者
契約当事者

評価機関や行政等が介護サービス
事業者に直接アプローチし、評価等を
行いサービス改善に寄与。
事業所側を直接的にクオリティ・コン
トロールするシステム。

利用者の選択・直接契約を前提に、
利用者の支持を得るための事業所側
のサービス改善への取り組みを促進。
利用者の選択支援の環境を整えるこ
とで、市場原理を適正に機能させ、ク
オリティ・コントロールするシステム。

相
互
補
完

17



介護サービス情報の公表制度の仕組み（改正後）
介護サービス事業所・施設

《介護サービス情報》

要介護者等が適切かつ円滑に介護サービスを選ぶための情報

都道府県知事 又は 指定情報公表センター（県・政令市）

○ 介護サービス事業者からの報告を公表

※ 調査を実施した場合は、調査結果を公表

《基本情報》
○基本的な事実情報

利用者（高齢者及び家族）／介護支援専門員／地域包括支援センター職員
公表情報等を参考として、事業所・施設を選択

《運営情報》（旧調査情報）

○適切な事業運営のための取組に関する情報

閲覧

都道府県知事 又は 指定調査機関（都道府県知事が指定）

①の報告内容について調査の必要があると認めるとき、
都道府県知事が定めた調査指針に基づき調査を実施

国が開発した公表システムにより公表事務を実施

年１回の報告

（義務）

調査結果の報告

調 査

年１回の報告

（義務）

※新規事業者を除く

① ①

②

③

インターネット等による公表
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デジタル化の急速な進展と
市町村の役割の変容



デジタル化の急速な進展

2021年9月 デジタル庁の発足
→ 全国規模のクラウド移行に向け、今後５年間で自治体のシステムを統一、

標準化を進め、業務の効率化と住民サービスの向上を図る。

2021年10月
→ ２０２２年度運用開始に向けた公表システムの開発に着手（厚生労働省）
クラウド化を図るとともに、指定申請に係る行政事務をシステム化

→ 地域包括ケア推進システムの開発に着手（振興会）

2022年 4月
→ 新情報公表システム稼働（厚生労働省）
→ 地域包括ケア推進システム稼働（かながわ福祉サービス振興会）

今後、デジタル化の急速な進展により、医療・介護・生活支援・介護予防・住まい
の分野におけるデジタル化が加速されるため、効率的かつ効果的な情報提供を
推進するために、県・市町村との連携が重要となる。
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地域包括ケア推進システムの構築（第２ステージ）

生活支援情報

総合事業対象外
サービス提供者

社協・地域包括支援センター 市町村

住まい情報

介護・予防情報

台帳
システム

医療情報
実線 情報連携
点線 直接入力
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地域包括ケア
推進システム
（次世代情報提供
システム）

フレイルナビ（新規）



地域づくりに必要な社会資源及び
活動グループの「見える化」が必要
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地域包括ケア推進のためのプラットフォーム

介
護医

療

生
活
支
援

介護
予防
・

フレイ
ル予防

住
ま
い

地
域
密
着
型

都道府県 市町村



市町村の役割の変容
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市町村が抱える課題をＤＸで解決

１ 要介護認定にかかる業務の効率化

２ 認定調査業務の正確性、迅速性の向上

３ 介護予防（フレイル予防）に関する情報の提供

４ 生活支援サービスに関する情報の提供

５ 地域づくりに必要な社会資源の発掘、登録、公開
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１ 住民に対する迅速かつ正確な情報提供
２ 市町村業務のDX化支援

ありがとうございました。


